
様式第１号（第４条、第７条関係）
令和７度新たな工賃向上プラン実現加速化事業計画書
【事業所名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
※複数の事業を実施する場合は事業区分ごとに別葉で作成してください。

	事業区分
	①利用者の負担軽減のための環境整備事業
②治具導入等生産工程の効率化による生産性向上事業
③文化活動等による利用者の就労意欲の向上事業
④支援員の支援能力向上事業


	事業実施期間
	　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで

	事業の目的

	

	事業の内容

	〔取組内容〕


	
	〔スケジュール〕


	事業の効果（利用者の就労時間、満足度の向上に関するもの）


	平均工賃月額（※１）

	（前年度）※令和５年度実績
円
	（本年度）※令和６年度見込み
円

	
	一人当たり月平均就労時間（※２）
	（前年度）※令和５年度実績
時間
	（本年度）※令和６年度見込み
時間

	
	上記以外の定性的・定量的な効果（または上記の補足）
	

	他の補助金の活用の有無（※３）
	（　　有　・　無　　）
（補助金の名称）
（事業内容）

（問合せ先）

	消費税の取扱い（※４）
	一般課税事業者・簡易課税事業者・免税事業者・特定収入割合が５％を超えている公益法人等・地方公共団体・仕入控除税額が明らかでない一般課税事業者

	過去の補助金活用実績（※５）
	


※１　「（本年度）」は、補助事業の実施による効果を踏まえた本年度見込まれる平均工賃月額を記載してください。「（前年度）」は、以下の算定方法により算出した額（円未満は四捨五入）を記載してください。なお、開所日１日当たりの平均利用者数は、年間延利用者数（人・日）を年間開所日数で除して得た数（少数第二位を切上げ）としてください。
　　　平均工賃月額＝年間工賃支払総額÷開所日１日当たりの平均利用者数÷年間開所月数

※２　「（本年度）」は、補助事業の実施による効果を踏まえた本年度見込まれる月平均就労時間を記載してください。「（前年度）」は、以下の算定方法により算出した時間（少数第二位を四捨五入）を記載してください。
　　　一人当たり月平均就労時間＝年間就労時間数÷年間延利用者数（人・月）

※３　他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をしてください。「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問い合わせ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。
※４　仕入控除税額を補助対象経費に含めることができる補助事業以外の場合については記載不要です。
※５　補助事業の内容が建設工事で補助対象となる建物に対し、過去に補助金を活用して整備した実績がある場合は、当時の整備内容を記載してください。また、今後、当該建物（設備、備品を含む）に他の補助金を活用する別の整備計画の予定がある場合はその内容を記載してください。
